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１．はじめに 

 都市部での地下利用開発が進展する中、浅層地盤内に都市トンネル等の円形空洞を施工する事例が多数存在

する。そのため、空洞施工時の周辺地盤の挙動を精度よくかつ簡易に推定する手法の開発は、注意を要する箇

所を予測する上で有用であると考えられる。著者らは空洞断面の収縮に着目し、空洞収縮時の周辺地盤の力学

的挙動を定量的に評価する手法について検討を行っている。本文では、前報 1)で提案した地盤内応力変化の推

定手法について、模型実験と数値解析の両者により、その妥当性について検討を行っている。 

２．空洞断面の収縮を対象とした模型実験と数値解析 
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図１ 空洞模型の変形の様子 
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図２ 応力測定装置模式図 
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図３ 実験土槽模式図  図４ 応力測定点
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図５ 解析メッシュ(H/D=2.0) 
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 前報では、浅層地盤内に存在する空洞断面が収縮した場合の

周辺地盤内の応力変化を推定する手法を、”Cavity Expansion 

Theory”(空洞膨張論)を拡張することによって提案した。本文で

は、前報に引き続いてその妥当性を検証するために行った、二

次元模型実験およびこれを対象とした弾塑性 FEM 解析の結果

について述べる。模型実験については、前報と重複するが、改

めてここに記す。 

アルミ棒積層体を用いた二次元模型実験は、図１、図２に示

す空洞模型と応力測定装置（以下、応力計と称す）2)を用いて

行った。図１は、半径方向に均一な変形を可能とするために新

たに開発した空洞模型である。内部に駒状のシャフトを内蔵し

ており、制御ハンドルの回転により外周面の変形が可能な構造

となっている。ゴムバンドおよび OHP シートにより、空洞の

スムーズな変形と摩擦低減を行っている。応力計に関する詳細

は、参考文献を参照されたい。模型地盤は、直径 1.0mm と 1.6mm

のアルミニウム丸棒を重量比 3:2 で混合したものを用いて作製

し、図３に示すようにアルミ棒積層時に空洞模型を所定の位置

に埋設後、収縮挙動を再現した。今回行った実験では、空洞近

傍での挙動を調べるため図４に示す空洞半断面の外周上の５

点で応力変化の測定を行っている。実験条件は土被り高さに注

目し、土被り高さ H と空洞直径 D との比（土被り比）H/D が

2.0、2.5、3.0、3.5、4.0、5.0 の６ケースを設定した。 

 一方、上述の模型実験を対象とした弾塑性 FEM 解析を行っ

た。H/D=2.0 のケースについて、解析メッシュを図５に示す。

計算に用いたパラメータは、 a0=55.0mm, a=50.0mm, N=6, 

E=5500kPa,  ν=0.30,  C=0.50kPa,  φ =20.0°,  ϕ=5.0°, 

γ=19.6kN/m3 である。今回行った解析では、PLAXIS と呼ばれる

コードを用いて行っている。ここでは空洞収縮を断面積の減少
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率を与えることで再現しており、解析後

空洞の変形が模型実験と同様であるこ

とを確認した。 

３．推定手法の妥当性検証 

本文では後述する理由から、図３に示

す測定点の内、①と⑤で計測された応力

変化に関する結果について議論する。図

５は鉛直応力σv を初期値σv0 で正規化し

た値と土被り比 H/D との関係を示して

おり、土被り比が増すほど正規化応力の

減少幅が大きくなることがわかる。一方、

土被り比H/Dが5程度に至ると応力の減

少幅が一定値に収束する傾向にある。こ

のことから、ある特定の土被り高さによ

って応力変化に関する挙動を区別する

ことが出来るものと推測される。本実験

では H/D=5.0 という値が、土被りが浅い

もしくは深いという表現の目安になる

ものと考えられる。 

 σ
 

空洞断面収縮時の計測点①および⑤

における正規化鉛直応力と内空変形率

との関係を図６（ H/D=2.0 ）、図７

（H/D=4.0）に示す。ここでは、前報で

提示した拡張した空洞膨張論、模型実験

および弾塑性 FEM 解析より得られた結

果について、比較を行っている。全体の

傾向としては、定性的に概ねよい一致を

示していることが確認できることから、拡張した空洞膨張論が応力再配分の挙動を比較的よく再現することが

出来ているものと考えられる。特に応力変化が定常状態に達した範囲では、その収束値が概ねよい一致を示し

ている。しかしながら本文を作成している現段階では、空洞側方に位置する計測点②～④において安定した実

験結果を得ることができておらず、空洞の天端および下端のみを議論していることに注意されたい。また実験

値に注目すると、図６、図７の比較から分かるように、相対的に土被りが浅い H/D=2.0 のケースの結果では他

の計算結果と比べ、収縮直後に生ずると考えられる急激な応力低下がそれほど顕著に現れていない。この点は、

応力計の精度の問題も含め、空洞収縮量が微小なときの対応も今後検討していくべきと考えられる。 
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図５ 作用応力と土被り高さとの関係（計測位置：左図①/右図⑤） 
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図６ 作用応力と内空変形率との関係（H/D =2.0、左図①/右図⑤） 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0.90.920.940.960.981

N
or

m
al

iz
ed

 S
tre

ss
 σ

 /σ
0

Radius Change Ratio a/a
0

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0.90.920.940.960.981

N
or

m
al

iz
ed

 S
tre

ss
 σ

 /σ
0

Radius Change Ratio a/a
0

Extended CET
FEM

Model test

Extended CET
FEM

Model test

v
v

v
v

図７ 作用応力と内空変形率との関係（H/D =4.0、左図①/右図⑤） 

４．まとめ 

 今回、前報で紹介した拡張した空洞膨張論による応力変化の推定手法について、その妥当性を模型実験およ

びこれを対象とした弾塑性 FEM 解析によって検証を行った。本報告では、空洞の天端および下端においてよ

い一致を示していることが確認された。今後は、空洞側方および地表面と空洞間の地盤内における推定の可能

性について検討を進める予定である。 
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